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【最新情報2月号　トピック一覧】
*朝日新聞

・児童養護施設、実態知って　ドラマ「明日、ママがいない」めぐる議論（2月4日）
・（学びを語る）子どもの社会性　他者とのかかわり方、あえて教える場必要　本田恵子さん（2月5日）
・（ジャーナルＭ）イライラに負けない！（2月6日）
・（いま子どもたちは）放課後の家：６　私もいじめられたから、分かる（2月6日）
・（社説）体罰の影響　教育現場への重い警鐘（2月7日）
・子どもの自殺、文科省が調査義務化　学校の隠蔽防止目的（2月25日）

・子どもの人権見つめ四半世紀　「研究会」、活動まとめ出版（2月27日）

・（耕論）道徳に成績？　御前充司さん、大倉幸宏さん、山本直樹さん（2月28日）
・少年院法、改正案を閣議決定　施行以来の抜本改正（2月28日）
*毎日新聞

・県教委:中１ギャップ解消へ　小中一貫教育推進ガイド　９年見通しカリキュラム編成　／埼玉

（2月1日）
・刈谷工高２自殺:体罰見聞きでうつ病進行…第三者委報告書（2月4日）
・連携協定:神戸市、児童虐待防止で県警と　／兵庫（2月6日）

・特集ワイド:東京、そして／下　臨床心理士・信田さよ子さん（2月5日）
・Ｌｉｓｔｅｎｉｎｇ:日テレ「明日ママ」問題　ドラマ、問われる「表現」（2月6日）
・明日、ママがいない:虐待防止学会「実際と異なる告知を」（2月7日）
・社説:生活困窮者支援　お役所仕事ではできぬ（2月9日）
・日テレ「明日ママ」放送継続:子供の尊厳と表現の自由の間で　識者の話（2月10日）
・そこが聞きたい:被災地の子ども虐待　吉田恒雄氏（2月12日）
・性犯罪:調書でも被害者保護　住所、生年月日伏せる（2月12日）

　
・いじめ:前年の１．５倍増　警察との連携で「迅速な対応」（2月27日）
・いじめ:児童生徒摘発・補導７００人超　事件は４１０件　昨年・警察庁まとめ（2月28日）
・社説:大川小の悲劇　重い教訓として備えよ（2月28日）
＊産経新聞

・残虐ゲーム強要半年、９歳が受けた深刻ダメージ…嫌がる男児に「ヤクザの知り合いがいる」と脅す２８歳介護士の“幼稚”（2月6日）
*朝日新聞

・児童養護施設、実態知って　ドラマ「明日、ママがいない」めぐる議論（2月4日）
児童養護施設が舞台の日本テレビ系ドラマ「明日、ママがいない」をめぐり、施設の関連団体などが「施設で暮らす子どもたちへの偏見を生む」と批判している。児童養護施設とはどんな場所で、どのような課題があるのか。また施設での生活を経験した人は、ドラマを見てどう感じたのか。
　■低い進学率／人権軽視の社会に問題

　午後５時半。鳥取市内の児童養護施設「こどもの家あかり」で夕食が始まる。

　住宅街の一軒家に、幼稚園児２人、高校生３人、短大生１人の男子計６人が暮らす。「魚の骨とったよ」「おわんは手に持って」。ホーム長の坂口泰司さん（３５）は幼児たちを気遣いながら、高校生の会話にも耳を傾ける。アルバイトの面接のこと、部活のこと。うとうとしている幼児に気づいた高校生が、優しく名前を呼んで起こした。

　夕食後、高校生らはリビングや自室で思い思いに過ごす。日々笑いが絶えないといい、「いつも坂口さんがいじられとる」と１人が言って、また笑った。

　「一緒にいれば薄々わかることはあっても、子どもたちが生い立ちを話題にすることはない」と坂口さんは言う。子どもたちの入所の経緯について、職員には守秘義務があるという。

　１月下旬、「明日、ママがいない」を見たという高校生は「施設は自分を育ててくれた場所。あんな描き方はバカにされたようで不愉快です」と憤り、「言っていいことと悪いことの区別がつかない幼い子たちが、友達からいじめられたり、誤解されたりしないか心配」と話した。

　児童養護施設には虐待や親の病気、経済的な理由などで家族が育てるのが難しい子どもたちが暮らす。厚生労働省によると、公立、私立計５８９施設に約２万９４００人。生活単位が２０人以上の大規模施設が中心で、厚労省は「より家庭的な環境で過ごせるように」と、里親や「あかり」のような小規模施設への移行を進める。

　２０１１年度に新たに入った５４８５人の入所理由は、親の虐待（３３％）、親の放任怠惰（１２％）、親の精神障害（９％）、監護困難（６％）、親の入院（６％）など。

　課題は多い。厚労省の１１年度の調査によると、子ども８５人が、児童養護施設職員や里親、児童相談所の一時保護所職員らから虐待を受けた。職員が平手で殴った、腹部を蹴ったなど身体的虐待や、心理的虐待、性的虐待などがある。

　職員の負担の重さを指摘する声もある。元施設職員で、施設で暮らした人の支援活動に携わる清水真一さんは「虐待を受けた子や障害のある子などそれぞれにきめ細かなケアが必要だが、態勢は十分とは言えない」。

　進学率も低い。１１年度末に高校を卒業したうち、大学や短大などに進んだのは１１％。全体の５４％との開きは大きい。厚労省家庭福祉課の担当者は「親から経済的な支援を受けられないことが一因ではないか」と言う。

　施設での生活を経験した神奈川県の４０代男性は「保護を必要とする子どもたちの問題が、選挙で争点になることはまずなく、国の予算も少なすぎる。子どもたちの人権が軽んじられている現実も直視すべきだ」と話している。

　（長富由希子、田中陽子）

　■ドラマ「明日、ママがいない」議論巻き起こす

　ドラマをめぐっては、１月１５日の放送開始直後から議論が巻き起こった。赤ちゃんポストに預けられた主人公のあだ名は、「ポスト」。児童養護施設の施設長が子どもに「おまえたちはペットショップの犬と同じだ」と言ったり、平手打ちをしたりする場面もあった。

　赤ちゃんポスト「こうのとりのゆりかご」を運営する慈恵病院（熊本市）や全国児童養護施設協議会は「施設の子どもを傷つける」などとして、日本テレビに内容の改善などを求めて抗議。番組のスポンサー全８社が、ＣＭの放映を見合わせる事態となった。日テレは病院と協議会に、内容を改善すると伝えている。

　■過激なセリフ、社会の圧力を言語化

　＜９歳まで施設で暮らし、施設や家族をテーマに作品を描く漫画家・りさりさんの話＞　ドラマの中での施設長の過激なセリフに、批判もあるようです。繊細な事情を持った子どもへの配慮と十分なケアは必要です。

　ただ私は、彼の言葉は、施設の子どもや施設出身者が受ける社会からの圧力を言語化していると感じました。誰もそんなことは口に出さないし、圧力なんてないと言うでしょう。でも、確かに存在しているのです。

　施設にいた時は「かわいそう」とよく言われました。一見、優しい言葉ですが、傷つくことも多い。なぜ「かわいそう」なのかを突き詰めると、気づくものもあると思います。

　施設を出た後、親や親戚の家などを転々としました。「施設育ちは恥ずかしいことだから人に言うものではない」と口止めされ、人と違う育ちに負い目を感じ、長い間生い立ちを隠していました。

　子どもたちが困難に直面した時、どう対処し、乗り越えるか。生きる力を育て、支援する社会であって欲しいです。

　■ドラマが描く子どもの心情には共感

　＜施設で暮らした経験のある千葉県の２０代女性の話＞　多くの人が施設を理解していない中でこうした話を放送すると、ドラマの通りだと誤解されてしまう。怒鳴ったり脅したりといった演出の過剰さも、トラウマを抱える子にはつらいだろう。いま施設にいる子を傷つけている現実がある以上、内容は修正すべきだ。ただ、伝えようとするメッセージが中途半端になってしまうので、打ち切るべきではない。

　私自身は、ドラマが描く子どもの心情に共感している。施設にいたというだけでハードルを科せられているのは事実。雇い主に「施設出身者だけど可愛がっていた」と言われたこともある。「親に捨てられたんじゃない、捨てたんだ」という主人公のせりふには、救われる思いがした。私も含めて、施設には「自分に悪いところがあるから、ここに来た」と思っている子もいたから。

　■全国児童養護施設協議会の抗議内容（一部）

　ドラマの影響について全国の施設長らに報告を求めたら、同級生から何度も「ポスト」と呼ばれるなど、施設で暮らす子どもを苦しめる数々の事例があった。絶対に見過ごすことはできない。

　■慈恵病院の抗議内容（一部）

　「こうのとりのゆりかご」の現実について、当院にお越しいただいたり、関係者の話をお聞きになったりすれば、「ポスト」というあだ名が、使用できるものではないことはご理解いただけたはず。これらのあだ名で呼ぶことは、虐待を受けた子どもにとってフラッシュバックを引き起こす原因になる。

http://digital.asahi.com/articles/DA3S10960637.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S10960637
・（学びを語る）子どもの社会性　他者とのかかわり方、あえて教える場必要　本田恵子さん（2月5日）
子どもがコミュニケーション能力や社会性を身につける「ソーシャル・スキル・トレーニング（ＳＳＴ）」がいま、学校で求められている。いじめの予防にもつながるという。
　■早稲田大教授（学校心理学）・本田恵子さん

　ＳＳＴを学校で学ぶプログラムを約１５年前から開発し、実践を続けています。ＳＳＴには日常生活の基本と、対人関係を学ぶものがあり、学校では自己主張や対立解消のトレーニングとして、３０年以上前に米国から取り入れられました。様々な理論や教材がある一方で、体系づけられていなかった。国は昨年度から、特別支援教育でＳＳＴの教材を備えるよう指針を出しました。

　開発したプログラムでは、まず個々の子どもの状況を評価し、そのクラスに必要なソーシャルスキルを一覧にします。その上で、自己理解、他者理解、相互理解という形で仲間関係を維持し、より積極的に社会に関わる力を身につけていきます。

　これは特別支援教育だけではなく、すべての子どもに必要な能力です。昔は買い物や電話でも、他者とのコミュニケーションが必須で、子どもは日常生活で自然に身につけていました。今は都市部でも地方でも、あえて教える場所が必要で、学校にそれが求められているのです。先生方は、学活や道徳の時間を使い、５時間ぐらいでやることを望みます。子どもの状況を見て周りが早く介入できれば、いじめや不登校の予防にもつながります。

　このプログラムをもとに、子どもの状況に適したものにすることが必要ですが、これが難しい。まずスクールカウンセラーを中心に研修を進め、先生に広げる必要があります。生徒指導があるから必要ない、という意見もあり、地域差はありますが、研修への先生のニーズは大きい。それだけ学校現場は悲鳴を上げているのです。（聞き手・河原田慎一）

http://digital.asahi.com/articles/DA3S10962551.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S10962551
・（ジャーナルＭ）イライラに負けない！（2月6日）
　◇ＭＯＭ’Ｓ　ＳＴＡＮＤ（マムズ　スタンド）
　イライラで大声や手をあげそうに――。子どもに爆発しても、スッキリするどころか自己嫌悪。でも、「ダメ母」だなんて煮詰まらず、目線を変えることから、イライラ育児はキラキラしてくるかも。

　「私は、今までに２回たたいたことがあります」。タレントのくわばたりえさんが一昨年、当時２歳前の長男についてブログに書いた告白だ。ぐずって寝ない息子にイライラが爆発。そんな自分が嫌で大泣きし、幼い息子との時間の大切さを考えた心情をつづった。

　「虐待前夜」と週刊誌が取り上げる一方、ブログには共感が寄せられた。ついたコメントは約１９００件。「いい母親ぶらずに本心を書いてすごい」「賛否両論あると思うけどママにはわかるはず」

　多くの人が孤独な育児をしている――。虐待は誰にでも起こりうるという思いで活動する「子どもを守る目コミュ＠文京区」の代表、工藤玲子さん（４４）はそう実感している。母親同士が意見交換する場をつくると、終了時間になっても話が尽きない。たたいた経験を、涙ながらに話す人もいる。

　■理想像、独り歩き

　児童虐待事件が社会問題化するなか、児童相談所の児童虐待対応件数は１０年間で２・８倍に。社会意識の高まりで救える命がある半面、理想の母像が独り歩きする。

　工藤さんらが「虐待防止」と名付けた講習会を企画すると、ある母親から「自分の育児を責められそうで怖くて行けない」と言われた。会場には子育て中の母親の姿はほとんどなく、勉強に来た支援側の人たちばかり。名称を「ゆる育児」に変えると、内容は変わらないのに会場は母親で埋まった。

　「毎日何度も髪形を直してという娘にイライラする」と悩みを吐露した参加者。ほかの参加者に、「『自己主張できる大人に育てたい』というお母さんの夢が、かなってるよ」「むしろそのたびに抱きしめてあげなきゃ」と言われ、笑顔になった。工藤さんは「助けが必要な人と、協力したい周囲がなかなかつながらない」と言う。

　■成長の証し、感じて

　イライラをぶつけられた子どもはどうだろう。小児科医として３０年余り育児相談に携わってきた日本小児科医会の内海裕美常任理事（５９）は「子供は母親の所有物ではなく別人格の人間。たたいてよくなることはない」と断言する。たたき続けると、少々のことでは子どもは言うことを聞かず泣かなくなる。そんな態度が憎たらしくなり、親もエスカレートする。親と子の関係がねじれていくことを、望む人はいないはず。

　子どもの前で「寝ている時が一番可愛い」などと無意識に口にしていないだろうか。「大人だって言われたら傷つく。子どもは『ここにいてくれてうれしい』と認められることで満たされる」と内海医師。「どんな子も、よりよくなりたいと思っているものですよ」

　子育て中の母親でつくる「お母さん業界新聞」の編集長を２５年務める横浜市の藤本裕子さん（５７）は、「お母さん自身が育児を楽しむためには、子どもをよく見ること」とアドバイスする。子どもの何げない言葉やしぐさには、意味があり成長がある。なかなか落ちない床の落書きも、力強い線が描けるようになったしるし。拭く手間は同じでも気持ちは軽くなる。

　人から見ていいお母さんじゃなくても、子どもが笑顔ならいい。「フェイスブックの友達を１００人ほしがるより、ひとりふたりでも何でも話せる人をつくる。それが子どもを育てる『母力』です」（山本桐栄）

　◆今月のＷＯＲＤ

　＜育児の相談＞　２０００年の児童虐待防止法施行を機に虐待事案の対応だけでなく予防的観点も重視されるように。民間の電話相談では、虐待予防として「イライラする」「可愛いと思えない」など一般的な悩みを積極的に受けるところも。メールによる窓口もある。

http://digital.asahi.com/articles/DA3S10964602.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S10964602
・（いま子どもたちは）放課後の家：６　私もいじめられたから、分かる（2月6日）
Ｎｏ．６６０
　２学期の終業式だったクリスマスイブ。埼玉県

 HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/飯能市.html" \o "飯能市のトピックスを開く" 飯能市の「原市場（はらいちば）学童保育かたくりクラブ」を訪ねると、ぷーんといい香りがした。指導員が昼ご飯に作ったカレーうどんの匂いだ。

　「空ちゃん、どうかした？」

　本棚の前でうどんを食べていた４年の馬場彩夏（あやか）ちゃん（１０）が、独りで立っている３年の大台空ちゃん（９）に声をかけた。いつも一緒に遊んでいる３年女子２人が、近くにいない。空ちゃんは目をうるませて、元気がなかった。

　「みんなとケンカしたの？」

　彩夏ちゃんの問いに、空ちゃんは、涙をぽろぽろ流し始めた。「口をきいてくれない」

　彩夏ちゃんは、床に座り込んだ空ちゃんの左腕をなでながら、「避けられてると思ったの？　分かるよ。私もいじめられたことあるから」と優しく話しかけた。

　それでも涙が止まらない空ちゃんに、「一緒に行こう」と促した彩夏ちゃん。今度は背中をさすりながら、３年女子たちのところへ向かった。「思っていることがあったら、ちゃんと言ってあげたらいいんじゃない？　空ちゃんも一緒に楽しめることをしたら？」

　２人をチラチラと見ていた３年女子たち。しばらく気まずい雰囲気だったが、空ちゃんが近くで漫画を読み始めると、なんとなく受け入れたようだ。数十分後、空ちゃんも一緒に、校庭でボール遊びが始まった。

　ほっとする彩夏ちゃんに、「さっき、いじめられたことがあるって言ってたけど？」と尋ねると、「保育所の時は仲が良かった同級生の女子が、１年になって急にいじめてきたんだよ」。彩夏ちゃんがクラブの玄関から外に出ようとすると、靴を遠くに投げられて出られなくなったこともあったという。「悪口も言われたし。でも、３回くらいしか謝ってくれなかった」。今は、嫌なときは避けるようにしてやり過ごしている。

　彩夏ちゃんの隣でうどんを食べていた４年の平沼望月（みづき）ちゃん（１０）が興奮して、指導員に報告した。「彩夏ってすごい。カウンセラーになれるよ」

http://digital.asahi.com/articles/DA3S10964609.html?_requesturl=articles/DA3S10964609.html&iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S10964609
・（社説）体罰の影響　教育現場への重い警鐘（2月7日）
「体罰を見聞きすることでも自殺の一因になり得る」。愛知県の高校生の自殺を調べていた第三者調査委員会が、そんな報告書をまとめた。
　体罰が当事者以外にも深刻な影響を与えることを指摘した注目すべき内容だ。学校や教育委員会は重い警鐘として受けとめる必要がある。

　亡くなったのは県立刈谷工業高校２年の男子生徒。１１年６月だった。報告書によると、野球部に所属する生徒は体罰を含む指導などから部活をやめたいと思う一方、監督の慰留や就職への影響などを考えるとやめられず、苦しんでいた。本人は体罰を受けていなかったが、死の２０日ほど前にも体罰を目撃した。

　委員会は「生徒はうつ病を発症し、自殺にまで追い詰められた」と分析し、「直接の体罰がないから、自殺と無関係という短絡的判断はやめたほうがよい」としている。

　児童虐待防止法は、父母間の暴力を児童虐待の一つと位置づけている。体罰の場合も、近くで接しただけで生徒の心を深く傷つけることを踏まえた対策が求められる。

　生徒の死後、学校と県教委がとった対応は不十分だった。学校は遺族から野球部での体罰について情報を得ると、もっぱら指摘された体罰の有無を調査した。生徒自身が体罰を受けていないことなどを確認しただけで、県教委に「体罰と自殺は関係ない」と報告した。

　学校や県教委がすべきだったのは、責任の所在を速断することではなく、死の背景を明らかにするため、生徒が誰と話し、どんな悩みを打ち明け、どんな行動を取ったのかを網羅的に把握することではなかったか。

　文部科学省も生徒が亡くなる直前に出した通知で「自殺は複数の要因からなる複雑な現象」とし、学校の出来事から個人、家庭に関わる背景まで幅広く調べるよう求めていた。

　調査は当初、県教委が設けた調査委が担ったが、委員名を公表しないことなどに遺族が反発。県教委から独立した第三者委を知事部局が立ち上げ、臨床心理学や精神医学の専門家らを委員に選んだ。死からほぼ２年後の発足で、関係者への聞き取りには限界もあった。遺族は今も調査の継続を求めている。

　それでも、学級日誌や生徒のメールなど数々の情報を積み重ねた報告書は、同様の事態が起きた場合に学校が取る行動の貴重な教訓となるはずだ。

　もちろん最も大切なのは、生徒が発するＳＯＳを見逃さず、不幸な死を防ぐことである。

http://digital.asahi.com/articles/DA3S10966528.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S10966528
・子どもの自殺、文科省が調査義務化　学校の隠蔽防止目的（2月25日）

小中高校生らが自殺した場合、全教職員からの聞き取りなどの調査を必ず行う方針を、文部科学省が２５日決めた。調査結果の第三者による分析など詳細調査の要否は、学校の設置者が判断する。学校関係者による隠蔽（いんぺい）を防ぎ、再発防止対策につなげる狙いがある。
　同省の有識者会議が同日、案の骨子を決めた。２０１１年に作られた調査指針の改定を検討しており、４月に最終決定する。

　骨子では、自殺や自殺が疑われる死亡事故があった場合、主に学校が１週間以内に基本調査をする。内容は遺族や全教職員への聞き取り、指導記録の確認などで、外部有識者の助言を得ながら進める。遺族の了解があれば、自殺の事実を伝えて在校生にアンケートなども実施する。

　外部専門家を加えた詳細な調査は学校設置者（公立は教育委員会）が要否を判断するが、いじめや体罰、学業不振など学校生活が要因に疑われたり、遺族の要望があったりすれば、実施する。仮に遺族が望まなくても、学校生活が要因とみられれば、基本調査結果の専門家による分析など最低限必要な措置をとることにする。

　現行の指針は、調査の実施要件などが不明確で、調査結果に対する遺族の不信も度々指摘されてきた。

http://digital.asahi.com/articles/ASG2T5S3SG2TUTIL03F.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_ASG2T5S3SG2TUTIL03F
・子どもの人権見つめ四半世紀　「研究会」、活動まとめ出版（2月27日）

弁護士や家庭裁判所の調査官など子どもに関わる実務家と研究者らからなる「子どもの人権研究会」が、四半世紀にわたる活動をまとめた「いま、子どもの人権を考える」（日本評論社）を出版した。千ページ近い大部に、１９８７年の創刊号から昨年の５５号まで２６年間の会報を収録。いじめや非行など様々な事件や問題に対する意見や議論をたどることができる。
　研究会は８７年、子どもに関わる事件の処理や裁判が適切に進むことを願い、弁護士らが設立。会員は約３９０人で、市民や学生が３分の１を占める。

　年数回の「全国研究会」では、校則や婚外子差別など子どもに関する問題を幅広く取り上げてきた。「具体的なケース重視」をモットーに、いじめや体罰による自殺生徒の親なども参加、発言してきた。

　今回出版した本では、全国研究会での議論の内容を収めた会報のほか、少年冤罪（えんざい）事件を取り上げた漫画「勝利の朝」（小学館文庫）など、中高生にも読める「基本文献」３９冊を紹介。専門家６５人がそれぞれの取り組みや意見を述べた寄稿集もある。

　５５００円（税別）。研究会事務局長の吉峯康博弁護士は「親子関係に悩む人は多いと思う。本の中に詰まっているヒントをつかみ、希望を持ってもらえれば」と話した。

http://digital.asahi.com/articles/DA3S11001049.html?iref=comkiji_txt_end_s_kjid_DA3S11001049
・（耕論）道徳に成績？　御前充司さん、大倉幸宏さん、山本直樹さん（2月28日）
　これまではあいまいな位置づけだった道徳教育が、正式の教科に格上げされるようだ。そもそも道徳って何だろう。どうやって教えたらいいんだろう。学校で学ぶものなのだろうか。
　■教師受け狙う子出ないか　和歌山県湯浅町立湯浅中学校長・御前充司さん

　二十数年間、小中学校で子どもたちと向き合ってきて実感するのは、道徳を授業することの難しさです。道徳教育に対してよく、特定の価値を子どもに押しつけるものだという批判がされることがありますが、道徳的な考え方や感じ方は、押しつけたり教え込んだりして身につくものではありません。子どもたちが自分のこととして本気で考え、よりよく変革していこうという意欲を持つような授業をして育まれるものです。

　しかし多くの教師は、読み物資料集や副読本を読ませて、子どもたちに登場人物の気持ちを聞いて、最後に説話をして終わり、といったワンパターンの授業を繰り返してきました。子どもたちにとっても教師にとってもつまらない授業です。

　もっと効果的な授業方法を求めて、全国的な道徳研究団体に加入し、教師仲間と共に道徳研究サークルを立ち上げて、指導案の検討や授業後の反省などをするうちに、子どもたちが乗ってくる授業には、「感動を伴った気づき」があることがわかりました。感動を引き出すためには発問や指示の吟味、あるいは資料提示の工夫が欠かせません。そんな工夫次第で子どもたちは目を輝かせて本気の意見をぶつけてくるようになります。

　昨年末、文部科学省の「道徳教育の充実に関する懇談会」が、道徳の教科への格上げ、検定教科書の導入、子どもの評価の重要性などを内容とする報告書を提出しました。

　私は、道徳教育の充実そのものは必要だと思います。教科化によってその成果が得られればすばらしいことだと思います。しかし、検定教科書の導入や評価には心配な点があります。

　これまでは授業で使う資料などの選択は現場の判断に任されていましたが、教科になると教科書の内容を一通りこなさなければならないという意識が教師の側に働きます。独自に題材を探そうとする教師が減り、ワンパターンのつまらない授業が増えるのではないかと心配です。

　また、人の生き方や命の問題を考えるとき、宗教家や企業活動などの話題に触れることはよくあります。実際テレビＣＭなどを題材に授業をすることもあります。ところが検定教科書となるとこれらの微妙な問題は排除され、現実味のない話ばかりにならないかも懸念されます。

　評価についても、子どものいい面を後押しするような評価ならいいのですが、マイナス面を書いたりする教師が現れるかもしれないと考えると慎重であるべきです。また、道徳の時間は思ったことを自由に言える時間だったのですが、評価を意識して教師受けのする発言をする子も出てくるかもしれません。

　現場の裁量の余地を残しながら道徳教育の充実ができればいいと思います。

　（聞き手・山口栄二）

　　　　　＊

　みさきみつじ　５６年生まれ。小、中学校教諭を経て、１１年から現職。道徳教育研究団体「道徳のチカラ」会員。道徳授業研究サークル代表。編著書に「中学生に道徳力をつける」。

　■「昔はマナー守った」は幻想　コピーライター・大倉幸宏さん

　道徳教育の話になると保守系の人たちは、よく「昔はマナーが守られ、モラルも高かった」「しかし戦後を境に低下していった」という図式で語りますね。だけど、それは幻想です。戦前の公衆道徳はひどい水準でした。

　私は仕事などのため図書館で古い新聞や雑誌を読みます。そこには汚職をはじめ、人々のマナーやモラルの悪さを憂える記事がいっぱい載っています。きちんと検証する必要があると考え、何年もかけて明治以降の資料を調べました。すると「いまよりひどいな」という印象がするのです。庶民だけではありません。政府主催のパーティーの出席者たちが食器を持ち帰るのを嘆く資料も見つかりました。

　それどころか、家族が親を虐待する事件も珍しくありません。死に至らしめる例も多々起きています。親や高齢者を敬う価値観はすでに廃れていたわけです。本当に驚きました。

　いまの道徳教育に当たるものは明治の初期から授業科目となっています。しかし、知識としては身についても実践に結びつかない、と教育界で問題になっていました。

　修身教育では、理想のモデルを過去の偉人らに求めます。明治２３（１８９０）年発布の教育勅語は修身の柱なのですが、内容はあくまで理想像を描いているのです。それがいつの間にか、過去へのノスタルジーもあって「昔はみんなちゃんとしていた」という事実のように認識されていったのだと思います。

　昔の人は基本的に、生まれた村で育って移動は少なかったので、ソトの人には無頓着。お伊勢参りなどはあっても「旅の恥はかき捨て」です。恥ずかしいとすら思わない。ところが、近代以降は交通が発達し、外部との接触が増えていきます。過渡期の混乱を象徴するのが電車の中での振る舞いです。女性が電車で化粧をするのは珍しくありませんでした。昔ながらの感覚を引きずっていたのでしょう。

　公衆道徳を向上させるうえで、教育の役割は限定的でした。例えば、落書きをなくそうという啓発運動が行われてもなかなか効果は上がりません。むしろ大事なのは、法やインフラの整備でした。公衆道徳が良くなっていくのは、東京五輪のころからです。

　道徳教育によって若い人たちを導こうなどと、あまり考えるべきではないと思います。せいぜい「こういう場面ではどうしたらいい？」と考えさせるにとどめ、それ以上のことは教育に期待しないほうがいい。

　「昔はよかった」という図式で考えると、戦後の努力を否定することになります。理想像を戦前の教育に求めるような短絡を起こす。それでは道徳教育のあり方をまともに議論することはできないでしょう。

　（聞き手・磯村健太郎）

　　　　　＊

　おおくらゆきひろ　７２年生まれ。新聞社、広告制作会社などに勤めたあとフリーランスのコピーライター。時事問題に関する執筆活動も。著書に「『昔はよかった』と言うけれど」。

　■「理念の共有」うさんくさい　エロ漫画家・山本直樹さん

　僕が描いたエロ漫画「ＢＬＵＥ（ブルー）」は１９９２年、東京都の条例で不健全図書に指定され、絶版になりました。存在が許されないほど不道徳な本とされたわけですが、僕がエロ漫画を描き始めたのは、道徳について色々と考えた結果でもあります。

　道徳の根底にあるのは倫理ですが、「何が倫理的か」ということは実は定義できない。「人を殺してはいけない」という倫理も、戦争では「敵を殺そう」に変わる。倫理とは突き詰めれば「根拠はないが、やってはいけないこと」に過ぎない。

　ならば「本当は何をやってもいいのか」ということも考えてみる必要がある。実行すると不都合が起きるから、虚構の中で「高校生が授業をさぼり、校舎の屋上でセックスする」というのをやってみたのが、「ＢＬＵＥ」です。

　フランスの文学者マルキ・ド・サドやジョルジュ・バタイユの作品も「倫理について考え抜いた末に、その逆をやった」というパターン。大江健三郎の初期作品も、乱交や痴漢を描くなど背徳的です。倫理について突き詰めた作品だからこそ、読み手の心に響く。「ＢＬＵＥ」もその後、別の出版社から再版されました。

　倫理の無根拠性を熟知した上で、それでも何が正しいのか自分自身に問い続ける。他人に自分の考えを押しつけず、話し合って何とか共存する。それが道徳の基本だと思いますが、分かっていない人が多すぎますね。

　政府の有識者会議がまとめた道徳教育の報告書にも、「すべての関係者が道徳教育を正しく理解し、理念を共有する」とありますが、「みんなでひとつになろう」みたいな、うさんくささを感じる。安易に理念を共有しようとすると、大抵はひどいことになるんです。

　連合赤軍をモデルにした連載中の漫画「レッド」も、革命の理念を共有しようとして仲間を次々と殺してしまう過程を描いています。中心にいる北という男は、自分が組織から一度逃げ出したという負い目があるため、革命の理念をより強く信じようとし、周囲にもそれを強要する。北に限らず、自分の正しさを疑わないマッチョな人々は「自分が間違っているかも」という気持ちを抑圧しています。

　仮に僕が学校で道徳を教えるとすれば、米国の学者グレゴリー・ベイトソンの著書「精神と自然」の中にある「誰もが学校で習うこと」という章を教材に使いますね。「学校では大切なことは何も教えていない」という皮肉が込められています。この本を通じて世間で「当たり前」と信じられていることの多くが、正しいとは限らないことを明らかにし、生徒たちを思考の迷路に誘い込む。それが道徳教育の第一歩だと思います。

　（聞き手・太田啓之）

　　　　　＊

　やまもとなおき　６０年生まれ。８４年デビュー。１０年「レッド」で文化庁メディア芸術祭優秀賞。他に「ありがとう」「ビリーバーズ」「安住の地」「堀田」など作品多数。

http://www.asahi.com/articles/DA3S10984568.html
・少年院法、改正案を閣議決定　施行以来の抜本改正（2月28日）
　安倍内閣は２８日、全国の少年院に有識者でつくる監察機関を設置し、運営の透明性を高めることを狙った少年院法の改正案と関連法案を閣議決定した。２００９年に広島少年院（広島県

 HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/東広島市.html" \o "東広島市のトピックスを開く" 東広島市）で発覚した、教官による少年らへの暴行事件がきっかけ。１９４９年の施行以来の抜本改正で、今国会での成立をめざす。
　改正法案では、全国にそれぞれ約５０カ所ある少年院と少年鑑別所に、弁護士や医師、教育関係者ら外部有識者で構成する「視察委員会」を設け、定期的に施設内を点検して少年と面接。改善点を施設長に意見できる制度もつくる。

　広島少年院の事件では、法務教官５人が特別公務員暴行陵虐罪で起訴され、いずれも有罪判決が確定した。被害に遭った少年の訴えが外部に伝わらずに発覚が遅れた反省から、０９年に少年が直接、虐待などの被害を法相に手紙で申告できる制度が作られたが、これを法律に明記。少年院や鑑別所の職員が、こうした手紙を事前に見ることを禁じる。

　現行の少年院法は２０条までだが、少年の権利や義務、職員の権限、矯正教育の内容などを具体的に盛り込み、１４７条まで増やす。広島少年院の事件後、法相が設置した有識者会議の提言をもとに、民主党政権下の１２年３月、同様の改正法案が国会に提出されたが、廃案になっていた。（西山貴章）

http://www.asahi.com/articles/ASG2T5TGQG2TUTIL03R.html
*毎日新聞

・県教委:中１ギャップ解消へ　小中一貫教育推進ガイド　９年見通しカリキュラム編成　／埼玉

（2月1日）
　県教育委員会は、小中学校の児童・生徒を９年間継続して指導する「小中一貫教育」推進ガイドを作製した。各市町村教委や教員を対象に、「小中一貫教育」の狙いや特徴、導入に関する実務の手順をまとめている。県独自の小中一貫教育のポイントとして、「９年間を見通したカリキュラムを編成する」などの６項目に整理。中学進学時につまずきが生じる「中１ギャップ」を解消する有効な手段とみられており、県教委は校長らを対象にしたセミナーを開くなどして普及を図る。【木村健二】

　小中学校の間には、学習面で小学校の学級担任制から中学校で教科担任制に移り、中学校で生徒指導が厳しくなる違いがある。中学進学時は、学習の内容が分からなくなったり、暴力行為やいじめ、不登校などが大幅に増加したりする傾向があり、「中１ギャップ」と呼ばれている。

　中学校へスムーズに進学してもらうため、従来は情報交換や交流を深める「小中連携」が取り組まれてきたが、９年間を見通したカリキュラムの編成にまで踏み込むのが「小中一貫教育」の特徴だ。県教委は小中一貫教育のポイントを、（１）推進組織をつくる（２）中学校区の目指す児童・生徒像、重点目標を共有（３）教員の意識をつなぐ（４）児童・生徒の心をつなぐ（５）９年間を見通したカリキュラム編成（６）家庭・地域と連携を深める−−と整理した。

　県教委は２０１２年度から２年間、小中一貫教育推進事業を実施し、鴻巣市▽新座市▽入間市▽嵐山町▽熊谷市▽深谷市▽春日部市▽宮代町−−の８市町でモデル地区を指定した。

　モデル地区の中学１年生に対し、中学校の教科担任制への不安を尋ねたところ、１２年９月の７２・５％が１３年５月には１５・５％に減少し、進学時の戸惑いが少なくなる傾向が確認された。

　ガイドでは、これらのモデル地区での実践例を紹介。新座市は重点化を図る教科に算数・数学を設定し、９年間を通して「分数の計算」「面積・体積」「比」で系統的に理解を深めるカリキュラムを作った。

http://mainichi.jp/life/edu/news/20140201ddlk11100277000c.html
・刈谷工高２自殺:体罰見聞きでうつ病進行…第三者委報告書（2月4日）
　愛知県立刈谷工業高２年の山田恭平さん＝当時（１６）＝が２０１１年６月に自殺した経緯を調査した県の第三者委員会が、部活で体罰を見聞きしたことなどが影響してうつ病が進行し、自殺につながったとする最終報告書をまとめたことが４日、分かった。「体罰を直接受けていない」として関連を十分調査しなかった学校の対応も批判した。

　県教育委員会が当初、自殺の背景を検証するため設置した委員会が委員名公表や弁護士の立ち会いを拒否したことも「遺族の不信感を招いた」と問題視した。

　４日午後、報告書を大村秀章知事に提出する。（共同）

http://mainichi.jp/select/news/20140204k0000e040221000c.html
・連携協定:神戸市、児童虐待防止で県警と　／兵庫（2月6日）

　県警と神戸市は５日、児童虐待防止に向けて連携を強める協定を結んだ。同市の児童相談所（中央区）が一時保護した被害児童を親元にかえす日程を、県警も把握できるようになる。家庭で子どもが再び被害に遭わないよう、見守り活動に生かすという。

　一時保護から自宅に戻った子どもの再被害が目立つことを受けた対応で、県警は昨年９月に県とも同様の協定書を交わしている。

　協定では、児童相談所が夜間や休日に通報を受けた際にも、平日と同様に速やかに警察署へ被害を連絡することも盛り込んだ。

　締結式で、西墻佐富士（にしがきさとし）・県警生活安全部長は「子どもの安全を最優先に情報共有を進めていきたい」とし、大下勝・市こども家庭局長も「昼夜を問わず迅速な対応をとりたい」と語った。

　市によると、昨年に市の児童相談所に寄せられた虐待の通報は６６１件で、統計を取り始めた１９９４年度以降で最多だった。【宮嶋梓帆】

http://mainichi.jp/area/hyogo/news/20140206ddlk28010378000c.html
・特集ワイド:東京、そして／下　臨床心理士・信田さよ子さん（2月5日）
　◇自己責任論は捨てよ−−信田さよ子さん（６７）

　どこまでも続く断崖絶壁。踏み外したら、眼下の高波にたちまちのまれてしまいそうだ。そんな海岸線を、幼子の手を引いた女性が逃げるように歩いている。滑り落ちたら一巻の終わりか……いや、海では別の女性が必死で波をかき分けている。遠くの崖上には諦めたような表情の若い男性もいる。よく見ると、同じような男女が数え切れないほどさまよっている−−。

　臨床心理士、信田さよ子さん（６７）は、華やかな若者が集まる東京・原宿でカウンセリングセンターを運営し、ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）や引きこもりをはじめ、家族関係の悩み、虐待などの相談に向き合ってきた。その信田さんの目に映る現在の東京、そして日本の社会は、この断崖のような「転落するかもしれない境目が、すぐ足もとにある社会」だという。

　どういうことなのか。たとえば以前なら、ＤＶで苦しむ女性にはアパートを借りて生活保護を受給させ、その後仕事を見つけて自立する脱出モデルをためらいなく示すことができた。しかし今は違う。「昨日まで主婦で、特に資格もない女性が就ける仕事といえば、時給の低いアルバイトやパートか、せいぜい契約社員。これでは独立した生活はできない。逆にどんなに怒鳴られても殴られても、優良企業に勤める夫の妻でいれば子どもを大学にやれる。相談を重ねたのに、そんな理由で『やっぱり私が我慢します』と家に戻ってしまうケースがある。進むのも残るのも地獄。どちらの地獄の方がましか。この選択しか残っていない」

　ＤＶだけではない。新卒採用のタイミングを逃すと、正社員への道は極端に険しくなる。就職しても周りに同調できないと「コミュニケーション能力がない」とはじき出される。「再チャレンジ」と言われるけれど、一度つまずくと元のコースに戻れない。「経済的な『安定』を得るには夫の暴力に耐えたり、自分を偽って無理をしたりするリスクや犠牲を受け入れなくてはならない。それが嫌なら即転落。極めて許容度の低い社会になりつつあるように思えてなりません」

　カウンセラーとして独立して約２０年。一貫して弱い側、傷ついた側に立って社会を見てきた信田さんは、許容度がどんどん低くなる理由をこう推測する。「経済がグローバル化して市場原理を絶対視する新自由主義が広がった。政治的には小泉純一郎政権時代の構造改革が社会の隅々まで行き渡ったのでしょう。都政も国政と同様の発想で進められてきました。石原慎太郎元知事は、子どものいじめについて『自分で戦ったらいい。ファイティングスピリットがなければ一生どこへ行ってもいじめられる』と発言するなど『落ちこぼれるのは自己責任』といった考え方を隠さなかった。五輪招致はその延長上にあると思います。バラ色の未来を見せて、強さへの憧れを満足させてくれる。私自身も開催が決まった瞬間は盛り上がってしまったけれど、よく考えれば本当に解決すべき課題からは目をそらされてしまう」

　気になるのは追い詰められた人ほど「自己責任」を語ることだ。「２０〜３０代はその傾向が強い。相談していても最後には『私が悪いんです』『努力不足ですよね』との言葉が出てしまう。最近よく使われる『自己肯定感』という言葉も自己責任論を受け入れやすくしていて、ブラック企業で肉体的、精神的に追い詰められても『仕事がうまくいかないのは自己肯定感が低く、自信が持てないからだ』などと自分のせいにしてしまうのです」。閉じた心の回路にはまり、外部の要因に目が向かなくなる。いわば“自己責任論のわな”だ。それは、権力のある人たちにとって都合がいいことだ。「東日本大震災や福島第１原発事故であれだけの被害が出ても、アベノミクスを享受できなくても、政治や社会への強い怒りがわかないのはそのため。それは実は考えること、内省を放棄することと同じなのです」

　“わな”の副作用はまだある。「皆『自分のせい』とは言いながら、心のどこかに鬱屈した感情がたまる。そうなると欲しくなるのが敵。中国や韓国に対する攻撃的な論調がもてはやされるのは分かりやすい敵だからです。ヘイトスピーチや、自分より弱い者へのいじめ、バッシングが起こるのは、自己責任論のまん延と表裏一体です」

　なぜ自己責任という考え方がこれほど内面化されたのか。親世代の考え方も影響している。「私のように高度成長期に社会に出た６０代以上の親は、『やる気があれば何でもできる』といった精神論をいまだに持ち続けている。今は自立のハードルが高く、やる気だけではどうにもならないのに、親世代、特に男性にはそれが分からない。なぜなら彼らはほぼ１００％が就職も結婚もでき、男としての誇りを満足させることができたからです。でもそんな希望に満ちた時代は戦後の２０〜３０年間だけ。歴史的にも世界的にもまれなことなのです」

　今回の都知事選の候補者を見てみよう。１６人中、６０歳以上は実に１３人。３０代はたった１人だ。今の日本を築き、「やる気があれば何でもできる」と信じている親世代と重なる。女性は一人もいない。信田さんは「なぜいろいろな立場の人が出てこないのでしょう」とため息をつく。候補者の「幅の狭さ」は、信田さんが感じるこの社会の「度量の狭さ」をそのまま反映しているようだ。

　弱い立場である女性や子どもを巡る課題が都知事選で主要な争点になっていないのは当然のことかもしれない。「新たにリーダーになる人は弱者、少数者に目を向けてほしい。横浜市は待機児童ゼロを進めて注目されました。リーダーの姿勢次第で変えられることはたくさんある。安倍晋三首相は『女性の力の活用』を掲げていますが、能力のある、恵まれた女性の活用だけに偏っていませんか。それでは不十分。シングルマザーが就職できるようにし、崖から転落しかかった女性が生きていけるようにしてほしい」

　１３００万人が暮らす東京は、地方都市と比べ若者の比率が高い。本来、東京は若い世代の声を政治に反映させやすい場所なのだ。自己責任論のわなから逃れ、自ら考え、最もふさわしいリーダーを選ぶことさえできれば。

　「自己責任論にとらわれる若い人たちは『どうすれば自己肯定感が得られますか』と聞いてきます。でも自己肯定感という言葉自体を疑ってほしい。そんな言葉に頼らず、なぜ苦しいのか、なぜ人とつながれないのかを考え抜き、再び思考する時代を切り開いてもらいたい」

　原宿の街はすっかり日が暮れていた。ブランドショップが並ぶ表参道で、青春を謳歌（おうか）する若者たちとすれ違い、都知事選の主役は誰なのか、改めて考え込んだ。【小林祥晃】

http://mainichi.jp/shimen/news/20140205dde012010002000c.html
・Ｌｉｓｔｅｎｉｎｇ:日テレ「明日ママ」問題　ドラマ、問われる「表現」（2月6日）
　親元で暮らせない子供たちや施設への偏見につながるかどうかを巡って議論を呼び起こしていた日本テレビ系の連続ドラマ「明日、ママがいない」は、日テレ側が「一層の配慮」を約束することで放送継続が決まった。児童養護施設団体などによる放送中止要求や番組スポンサーのＣＭ自粛、国会での調査請求に発展した一連の騒動は、デリケートな社会問題と表現の自由との適合の難しさを示している。（社会面参照）

　◇欠けた見る側への配慮

　全国児童養護施設協議会が日テレ側に改善を求めていたのは、施設内での虐待シーン▽主人公に付いているあだ名▽施設の子供をペット扱いする筋書き−−の３点だ。具体的には、子供たちを預かる施設長が、持っていたつえを床にたたきつけたり、子供たちにバケツを持たせて風呂場に立たせたりする場面や、主人公が「赤ちゃんポスト」を連想させる「ポスト」と呼ばれていることなどだ。

　日テレが４日付で協議会に出した文書は「ご指摘を踏まえ、これまで以上に子供たちに配慮する」と記しているものの、具体的な改善策には「ドラマという性質上、説明はご容赦いただきたい」と言及を避けた。

　５日に厚生労働省で記者会見した協議会の藤野興一会長（７２）は「一定の改善が図られると受け止めた」と述べ、最終回まで見届ける考えを示した。日テレの総合広報部は「普段から番組に対する外部の意見は広く参考にしており、スタンスはいつもと変わらない」と話している。

　ドラマの放送が始まったのは今年１月１５日からだが、藤野会長らは番組の宣伝などを見て、昨年１２月から第１話の脚本を制作会社から取り寄せたうえ、制作スタッフと面会してせりふや表現の変更を求めた。日テレ側は文書の中でも、事前に施設を取り巻く実情を取材し、表現などを慎重に確認する作業が不十分だったことを認めている。

　ドラマは、放送開始直後から異例の経過をたどった。親が育てられない子供を「赤ちゃんポスト」の名前で受け入れている熊本市の慈恵病院は放送の中止を要求。これを受け、１月２２日放送の第２話の段階で番組スポンサー８社のうち３社がＣＭの自粛を決めた。その後、自粛は全８社に拡大した。エバラ食品の広報担当者は「お客様から寄せられたさまざまな声を真摯（しんし）に受け止めた結果だ」と繰り返す。
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　さらに田村憲久厚労相は３日の衆院予算委員会で「（ドラマを見て）入所している子に自傷行為があったとの報道がある。調査したい」と答弁した。

　第３話までの印象について、協議会の武藤素明副会長は「１話はショッキングなシーンが多かった。２、３話も施設長が子供に対して『出て行け』と威嚇したり、ペットに例えたりする表現は変わっていない」と批判する。

　１９９８年のＴＢＳドラマ「聖者の行進」では、障害者の虐待シーンの演出をめぐり、「障害者をばかにしている」「まねする者が出たらどうするのか」などと批判的な意見や抗議が寄せられた。脚本は、今回の「明日ママ」で脚本監修を担当した野島伸司さんだ。

　砂川浩慶・立教大准教授（メディア論）は「権力に対抗する表現の自由とは違い、見る側の納得を得なければ、メディアが権力をふりかざすことになる」と指摘したうえで「日本テレビのリサーチ不足は否めず、協議会や病院と十分に協議してから放送すべきだった。日テレの対応は遅かったものの、一定の評価はできる」と語った。【土屋渓、木村光則】

　◇怒り、共感　多様な受け止め　「親のいない子」は過去のイメージ

　厚生労働省によると、児童養護施設で約３万人、里親家庭で約４３００人（２０１２年３月末現在）の子供が暮らしているが、日本は国際的にみても、施設の比重が極めて大きい。ドラマでは、施設の子供が里親の元に行くのを待っているように描かれているが、実際は施設で１８歳まで暮らす子も多い。

　子供たちが施設や里親で暮らす理由は、１９７７年時点で親の死亡や行方不明が４割を占めていたが、２００８年には１割弱に減った。一方、虐待は８・２％から３３・１％に、精神疾患などが５・１％から１０・７％に増えている。親子が置かれた環境が多様化しただけに、児童養護にかかわる当事者のドラマに対する視線も複雑だ。

　「怒りしかわいてこない。施設があのような場所だと思われたら困る」。東京都の児童養護施設で働く男性（３７）は憤る。東京都内の二つの児童養護施設で育った女性（２２）は「私がいた施設は、家庭的で暴力もなかった。（ドラマの内容は）ショックだ」と話す。

　一方で、ドラマに共感を寄せる施設出身者も多い。関西の児童養護施設で育った大学生の女性（１９）は「子供同士の会話の雰囲気がリアル」と評価する。関西と関東の施設で暮らした東京都の女性（３０）も、男に走った母親を子供が「捨てる」場面に「私も、働かない親を親として見られなかった」と共感を寄せた。東京都内で３人の里子と暮らす女性（３６）は「里親家庭や施設に来る時の子供は、知らないところに連れていかれる感覚。ああいうふうに見えるのかな」と感じたという。【榊真理子、山崎明子、反橋希美】

………………………………………………………………………………………………………

　◇子供に刺激的なあだ名

　１月１５日放送開始。全９話を予定し、毎週水曜日午後１０時に放送されている。野島伸司さん脚本監修、松田沙也さん脚本。出演は、人気子役の芦田愛菜（あしだまな）さんら。

　舞台は児童養護施設「コガモの家」。家庭の事情で親元から引き離され、施設で暮らす子供たちが、施設内の厳しい規律や世間の冷たい視線に立ち向かいながら幸せをつかもうとする姿を描く。

　子供たちには、刺激的なあだ名が付けられている。赤ちゃんポストに置かれていた主人公は「ポスト」、貧困家庭から入所した子供は「ボンビ」、ピアノ好きで両親が蒸発した子供は「ピア美」といった具合だ。

　子供たちが、相性を探るために里子を希望する夫婦らと過ごす「お試し」のシーンや、施設長が子供たちに「大人に可愛がられなければ引き取ってもらえない」と言って上手に泣けない子供に罰を与える場面など、施設での生活を、誇張を交えて描いている。

http://mainichi.jp/journalism/listening/news/20140206org00m040003000c.html
・明日、ママがいない:虐待防止学会「実際と異なる告知を」（2月7日）
　日本子ども虐待防止学会は７日、児童養護施設が舞台の連続ドラマ「明日、ママがいない」を放送する日本テレビに要望書を送り、実際の施設や里親制度とは異なる物語だとドラマの前後に伝えるなどの対応を求めた。

　同学会は要望書で、施設長が入所児童に暴言を吐いたり、体罰を加えたりする場面を挙げ「子どもの福祉に反する内容が多く含まれている」とドラマを批判。虐待などでトラウマ（心的外傷）を抱える子どもたちは見ないように注意喚起が必要だとも訴えている。（共同）

http://mainichi.jp/select/news/20140208k0000m040118000c.html
・社説:生活困窮者支援　お役所仕事ではできぬ（2月9日）
　生活困窮者自立支援法が昨年の臨時国会で成立し来年４月の実施に向けて各地でモデル事業が行われている。安倍政権によって生活保護費が減額される一方で、困窮者を就職させる支援や家賃の給付、貧困家庭の子どもの学習支援などを行う。福祉事務所がある約９００の自治体で実施され、生活保護費を削減した分の予算が投じられる。貴重な事業であることは間違いないが、効果が出なければ多額の公費が無駄になり行政改革にも逆行する。

　現在、生活保護の受給者は２００万人を超え、支給総額も３兆円以上になっている。高齢者世帯のほか、病気や障害で働くことができない人や母子家庭が受給者のほとんどを占めてきた。ところが、失業や非正規雇用などによって、それ以外の現役世代の受給者が増え、昨年は２９万世帯となった。１０年前の３倍以上だ。高校中退や不登校、ひきこもりなどいずれ受給者になりかねない予備群も増え続けている。

　こうした人々の生活を立て直し就職に結びつけるには、誰が事業を担うのかが重要だ。現在は計６８自治体でモデル事業が行われ、その４割は各自治体の社会福祉協議会（社協）が受託している。千葉県佐倉市では社協が中心となり、困窮者や障害者の就労支援に実績を上げている地元の生活クラブ生協や障害者施設も加わり、民生委員など地域住民も巻き込んで精力的に活動している。全面実施後は福祉団体や非営利組織（ＮＰＯ）、あるいは自治体が直営で事業を行う予定だが、多くは各地の社協が受託するとも見られている。

　社会福祉協議会は非営利の民間組織だが、地元自治体からの補助金や介護サービス事業の収益、共同募金の一部などで運営費がまかなわれており、自治体ＯＢが幹部職員として天下っている社協は多い。活動が停滞し、お役所仕事的な体質が指摘されることも珍しくない。

　生活困窮者の自立は簡単にはいかない。待っているだけでは相談に来ず、就職先を紹介するだけでは雇用につながらず、お金を貸しても自立できなければ焦げ付いてしまう。アルコール依存や摂食障害、うつ、介護疲れ、虐待、ひきこもり、浪費癖、触法行為などさまざまな問題が複合的に絡み合っていることが多い。

　生活困窮の実情を十分に理解した上で辛抱強く訪問を重ね、金銭管理や就職活動にもきめ細かい支援が必要だ。土日や夜間の仕事を嫌がるようでは困窮者を自立させることなどできないだろう。自治体は委託先を厳選し、結果が出せない団体には事業を返上させるべきだ。制度が機能しなければ保護費を削減された受給者が浮かばれない。

http://mainichi.jp/opinion/news/20140209k0000m070074000c.html
・日テレ「明日ママ」放送継続:子供の尊厳と表現の自由の間で　識者の話（2月10日）
　◇一部分で断罪、作者に酷−−上智大教授（メディア論）・碓井広義さん

　第１話の放送が終わるとすぐに「内容がけしからん」と抗議が入り、中止が取りざたされた。これで、もし本当に取りやめになったら大きな前例になり問題だ、というのが当初の実感だった。小説やドラマでは極端な表現で普遍を描くこともある。登場人物がみんないい人では、表現の幅を狭めてしまう。一部分を見て作品を断罪されると、作り手はつらい。「全体を見て評価して」と思うだろう。

　ドラマを監修したのは野島伸司さん。第１話を見た印象は明らかに「野島節」。きわどい設定、きつい言葉遣い。子供に手を上げる場面もあった。親に捨てられ入った施設も安住の地ではない。「家なき子」「高校教師」などもそうだが、登場人物に圧をかける（過酷な状況に追い込む）のが野島さんの得意パターン。視聴者の心を揺さぶり騒がれても「最終的にはいいお話でした」で決着させる。この手法がちょっと古い。

　親が子をあやめる事件や虐待が多発し、視聴者の目は厳しい。現実をどう取り込むか、思慮が足りなかったのではないか。今はツイッターなどで「嫌なものは嫌」と誰しも声を上げられる。そこに乗っかる人もいて雪だるま式に広がる。

　４話では子供たちの気持ちの通い合いや、施設長の心根がはっきり見えた。当初から制作側が意図した展開だと思う。今後「ポスト」という呼び名を減らすなど細かい配慮が表れるだろうが、構成は変わらないはず。真価は最終回までのトータルで問われるべきだ。

　◇当事者納得の結末、望む−−コラムニスト・ペリー荻野さん

　ドラマ自体はアニメの「ちびまる子ちゃん」みたい。金持ちの家の子の誕生日に招かれ、目がハートになるなど、デフォルメされた描かれ方になっている。

　内容をすべて知る作り手側は「これで大丈夫」と思い、当初は見てもらえばわかるの一点張りだったが、「ポスト」など言葉のインパクトが先行し、考えていた以上に、視聴者や関係者との間に「ずれ」が生じてしまった。

　日テレは２００５年、天海祐希さん主演のドラマ「女王の教室」でも物議をかもしたことがある。天海さん演じる女性教師が、生徒たちに過酷な試練や言行を浴びせ続ける内容だった。このときは力業で押し切った。今回もその手法だったのかもしれない。

　しかし、女王の教室は架空の設定とのみこめたし、ドラマの完成度は高かったが、今回は「ポスト」「里親」などの言葉は現実とリンクし、１００％フィクションのドラマとして見るのは難しい。そうであれば慎重な配慮が必要だった。

　騒動が起きた当初は、放送を中止にして、有料チャンネルでの放映や映画化するなど、仕切り直しをしてもいいのではないか、と考えていた。

　だが、日テレが関係者とコミュニケーションをとったうえで、放送の継続を決めたのであれば、傷ついた当事者に納得のいく結末を見せてほしい。

　そして、願わくは今回の騒動を記憶し、もう一度ドラマの表現を考えるきっかけにしてほしい、と思っている。

　◇「最後まで見て」傲慢だ−−立教大教授（メディア法）・服部孝章さん

　「赤ちゃんポスト」から取った子供の呼び名、施設長役の「ペットショップの犬と同じだ」といったせりふは、児童養護施設で暮らす子供への差別感や偏見を助長する。全国児童養護施設協議会の調査でも事例が寄せられた。日本テレビは４日に謝罪したが、自傷行為などの事例の確認をしていないのか、文書には「事実が存在するのであれば」と前置きがあった。「表現の自由」が尊重されなければならないのは当然だが、それ以前の問題だろう。

　誰でもアクセスできる地上波番組で、子供たちに与える影響も大きい。大人が対象の午後１０時からの放送ではあるが、録画で見る人も多い。第１回放送前には、昼間の時間帯に番組予告を繰り返していた。

　１回完結のドラマではない。日本テレビは「最後まで見てもらえれば分かってもらえる」と説明したが、傲慢な態度だと思う。確かに最後には施設の子への応援歌になっているのかもしれないが、その間、あだ名やせりふが何度も流され、当事者が「被害を受けた」という思いが堆積（たいせき）していく。

　放送を中止すべきだとは思わないが、たとえば「差別を肯定する意図は全くありません。可能でしたら、最終回まで見ていただけたなら、私どもの意図をご理解いただけると思います。低年齢層の子供には年長者とともに視聴し、偏見を生まないよう助言なさっていただきたい」といったおことわりのテロップを入れるなどの配慮が必要だろう。

http://mainichi.jp/shimen/news/20140210ddm004040122000c.html
・そこが聞きたい:被災地の子ども虐待　吉田恒雄氏（2月12日）
　◇親のストレスが直撃−−児童虐待防止全国ネットワーク理事長・吉田恒雄氏

　東日本大震災から間もなく３年。被災地では、家庭へのさまざまなストレスが子どもの虐待につながることが懸念されている。被災地の子どもの支援に関わるＮＰＯ法人・児童虐待防止全国ネットワークの吉田恒雄理事長に聞いた。【聞き手・榊真理子、写真・中村藍】

−−被災地で児童虐待に関わる調査が行われました。

　調査は、国際ＮＧＯ「セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン」（東京都）が主体となって昨夏実施したものです。主に岩手県陸前高田市や宮城県石巻市、福島県南相馬市で、自治体職員や教育機関、児童福祉施設の職員ら子どもと家庭に関わる人を対象に、「気になる状況」「対応に苦慮している状況」などを尋ねました。９８人から得た回答を、震災前後で変化がなく安全な「グリーンゾーン」▽不適切な養育や、一定の支援が必要な「グレーゾーン」▽虐待を含めすぐに対応が必要な「レッドゾーン」に３分類しました。私はこの調査の分析に携わりましたが、過去の同種の調査と比較すると、虐待につながりかねないグレーゾーンの割合が非常に高く、今後が懸念される状況です。

−−具体的にどのようなケースが？

　例えば、「避難や居住形態の変化で祖父母と親、子どもの関係が変化し、子どもが影響を受けている」や、「震災後の仕事の変化による親のストレスなどで親子関係が希薄になる」「仮設住宅が狭いため、親との関係が悪化した時の逃げ場がなく、家出をする」「（原発事故による）避難先から帰還したが、元いた学校になじめない」などです。

−−いま、被災地の子育て環境はどのような状態でしょう。

　父親を失った家庭で母親が仕事に出たり、３世代同居だった家庭が核家族になったり。震災で職場を失って家計が悪化する、繰り返しの転居で職場や学校が遠くなるなど負担が大きくなっています。親のストレスを高める要因が一斉に、大規模に、しかも長く押し寄せています。

　子どもの虐待や精神面での課題なども含め、震災の影響と一言で言われがちです。しかし、震災そのものを体験した影響のほかに、その後の環境や生活の影響を受け、言わば間接的に深刻化する場合も多いと考えられます。特に、グレーゾーンは証言の多さ以上に、子どもの日常生活がいかに課題にさらされているかを示唆しています。レッドゾーンは児童相談所の介入につながりうることが想定される。一方で、グレーゾーンは市町村や民間団体などが対応すると想定されますが、強く問題視されてこなかったため、全国的に体制が十分でない。調査結果を生かし、支援する側がつながってサポートする仕組みを作れたらと思います。

−−他に気になることは。

　ＤＶ（夫婦間暴力）に起因する子どもの虐待を心配する声があったことです。ＤＶは子どもの虐待につながり、経済的に苦しくなると激化すると言われます。狭い仮設住宅、離婚の増加や震災による失業などで加害男性が家にいる時間が長くなるなど、被災地はＤＶリスクが多い。

　また、子育てを支える社会資源も変化しています。震災で自治体の施設や職員が被害を受けただけでなく、活動を休止した子育てサークルも多い。一方、児童相談所の専門職、学校のカウンセラーや養護教諭は増強されました。こうしたプラス面を生かすことが重要で、官民の情報共有がポイントになるでしょう。

−−震災から３年を迎える今、課題となることは何でしょうか。

　子どもは安心してこそ不安を訴えることができます。例えば、虐待を受けた子を児童相談所が保護すると、一時保護所で生活し、必要があれば児童養護施設で暮らし始めます。子どもは一時保護所では口にしない体験を、養護施設に慣れると話してくれることがあります。被災地では、繰り返しの転居、親の再婚など環境の変化で我慢してきた子どもが多い。３年たち、落ち着きを見せ始めている今、たび重なるストレスが表面化する時期を迎えています。

　親が自分の生活に精いっぱいで学校の環境も変わる中では、子どもが安心して過ごせる場所を増やすことが必要です。民間団体や地域による居場所づくりなどが期待されます。

−−そこで必要なことは。

　今回の調査に関連し、被災３県の市民１０８８人に虐待に関する意識調査をしました。「幼児同士が刃物で遊んでいるのに止めない」「夜、子どもを寝かせてから夫婦で遊びに出る」などが虐待にあたるか、通報するか−−を聞きました。すると、「虐待にあたる」と思う人ほど通報すると回答していた。また、明らかな虐待とは言えないケースでは通報を迷う傾向が見えました。単に「虐待を見かけたら通報しましょう」と呼びかけるだけでは不十分で、どういう行為が不適切で、どのようなサポートなら子どもの安全や幸せが守れるのかがイメージできるようにすることが大事だと分かりました。民間機関などの身近な相談場所をお知らせし、「気になる家庭があったら知らせてください」という一般市民へのアプローチを強める必要があります。

　◇聞いて一言

　児童虐待を取材すると、親の仕事が順調で、安心できる住居がある、という家庭はごく少ない。大半が生活保護を受けたり、親が精神疾患を患っているなど、逆境で子どもと関わっている。虐待は、気持ちより先に環境が生むものと考えたとき、被災地のリスクは大きい。「被災地での対策は、平時の子育て支援でも生きてくる」という吉田理事長の言葉が心に残る。周囲の子どもに目を配り、気になったらすぐ「おせっかい」がやける地域を、被災地から広げられたらと思った。

http://mainichi.jp/shimen/news/20140212ddm004070017000c.html
・性犯罪:調書でも被害者保護　住所、生年月日伏せる（2月12日）
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　性犯罪被害者を保護する施策の一環として、東京地検と警視庁は、被害者の住所や生年月日などの個人情報を供述調書に記載しない取り組みを始めた。強制わいせつ事件の被害者の連絡先が誤って被告側に伝わるミスが昨年発覚したことを受けた対応という。東京以外の地域にも同様の取り組みが広がりつつある。

　刑事裁判の証拠を被告側に開示する際、検察側は必要に応じて個人情報を墨塗り（マスキング）している。しかし、横浜地検川崎支部が被害女性の住所などが記載されたままの証拠書類を被告側に示すミスが発覚。被告側から示談を求める手紙が突然届き、身の危険を感じた女性は昨年８月、転居を余儀なくされたとして、国に賠償を求め提訴した。

　警察や検察が作成する供述調書の内容は多岐にわたり、マスキング作業は煩雑になりがちだ。川崎支部のようなミスを防ぐため、東京地検と警視庁は、被害者や参考人などの供述調書を作成する際には、連絡先などを調書に記さず、省略した情報を別表（報告書）に集約することにした。

　新たな方法では、原則として被害者の個人情報が記載されていない調書を被告側に示すことになるため、マスキング作業が減り、ミスによる情報漏れを防ぐ効果が期待されている。昨年１０月から試行しており、今後はストーカーや暴力団犯罪などの事件にも対象を広げることを検討する。

　東京都だけでなく、神奈川県や広島県などでも同様の動きが出ているという。ある検察幹部は「これまでは事件の立証に必要ない細かい情報も供述調書に記載し過ぎていた。警察と協力し、加害者側に被害者情報が漏えいするリスクをなくしていきたい」と話している。【島田信幸、吉住遊】

http://mainichi.jp/select/news/20140212k0000m040094000c.html
・いじめ:前年の１．５倍増　警察との連携で「迅速な対応」（2月27日）
　２０１３年の１年間に「犯罪」として摘発された事案が前年の約１．５倍の４１０件に上るなど深刻さを増すいじめ問題。対応が後手に回った大津市の中学生自殺事件をきっかけに、学校現場では警察との連携を強める動きが出ている。

　昨年８月、名古屋市教委と愛知県警は、いじめや非行に関する協定を結んだ。事件として対処すべきいじめや生命に関わる恐れがある事案については、学校から警察に児童生徒の名前など関連情報を提供するなどの内容。同市教委は「警察と連携を密にすることで迅速な対応ができる」と意義を強調する。

　横浜市が昨年１２月に策定した「いじめ防止基本方針」は、警察や児童相談所など関係機関からなる「いじめ問題対策連絡協議会」の設置をひとつの柱に掲げた。

　こうした動きの背景にあるのは、いじめ防止対策推進法だ。大津市の事件を機に成立した同法は警察との連携強化に踏み込んだ。学校現場は従来、「校内で起きた問題は学校で対処する」との意識に加え、「警察に通報すれば保護者から子どもを『売った』などと批判される」として、警察の介入をちゅうちょする傾向があった。

　いじめ問題に詳しい千葉大の藤川大祐教授は「被害者を守る意味で、学校は警察に委ねるべき事案は委ねるという対応が必要だ。警察に相談しないことは子どもの間に、犯罪行為があっても罰せられないという認識を生む恐れもある」と指摘する。一方、元小学校教員で白梅学園大の増田修治准教授は「教師が『警察に言ってもよいのか』などと子どもに言うなど、表面的な解決や自己防衛のために警察の力を借りようとして本末転倒になっているケースも出ている。いじめの背景にしっかり目を向けることが大切だ」と話している。【三木陽介】

http://mainichi.jp/select/news/20140227k0000e040192000c.html
・いじめ:児童生徒摘発・補導７００人超　事件は４１０件　昨年・警察庁まとめ（2月28日）
　いじめが原因の事件で全国の警察が２０１３年に摘発・補導した児童生徒は前年比４１％増の７２４人で、２７年ぶりに７００人を超えたことが警察庁のまとめで分かった。統計を取り始めた１９８４年以降では４番目の多さで、事件数も同５７％増の４１０件で３番目に多かった。大津市で中学２年の男子生徒が自殺した事件をきっかけに１３年成立した「いじめ防止対策推進法」でいじめの定義が広がったことなどが影響したとみられる。

　いじめが原因の事件のピークは８５年で、摘発・補導された児童生徒は１９５０人、事件数は６３８件。警察はいじめを「反復継続して苦痛を与えること」と定義してきたが、同法の定義に従い、１度の行為でもカウントするようになった。

　摘発・補導の７２４人（いじめの仕返し１８人を含む）の内訳は、中学生５２７人▽高校生１０９人▽小学生８８人。罪名別では傷害が２３７人で最多で、暴行２１８人−−などが続いた。事件数の４１０件のうち２５件は、ブログで中傷したり裸の写真をインターネットに流したりするネットいじめだった。

　学校現場では同法の施行以降、警察との連携を強める動きが出ており、いじめ問題に詳しい千葉大の藤川大祐教授は「警察に委ねるべき事案は委ねるという対応が必要。警察に相談しないことは子どもに犯罪行為でも罰せられないという認識を生む恐れもある」と評価。一方、元小学校教員で白梅学園大の増田修治准教授は「教師が表面的な解決や自己防衛のために警察の力を借りようとするケースもある。いじめの背景に目を向けることが大切」と指摘した。【川辺康広、三木陽介】

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

　◇いじめた側が答えた主な原因・動機

腹いせ　　いい子ぶる、生意気　２１．７％

　　　　　よくうそをつく　　　　６．６％

面白半分　力が弱い、無抵抗　　　　３７％

からかい　態度動作が鈍い　　　　８．６％

違和感　　交わろうとしない　　　２．１％

　　　　　転校生　　　　　　　　０．６％

　※摘発・補導された児童生徒７２４人の供述などから警察が分類（複数回答）

http://mainichi.jp/life/edu/news/20140228ddp041040025000c.html
・社説:大川小の悲劇　重い教訓として備えよ（2月28日）
　痛ましい悲劇の教訓を、行政や学校関係者は胸に刻むべきだ。

　東日本大震災の津波で児童と教職員計８４人が死亡・行方不明になった宮城県石巻市の市立大川小学校。学校の管理下として東日本大震災で最悪の惨事がなぜ防げなかったのか。遺族の要求を受けて設置された第三者の事故検証委員会が、最終報告書をまとめ、近く市に提出する。

　避難開始決定が遅れたうえ、津波を免れた裏山でなく、河川堤防付近に避難したことが、被害を生んだ直接の要因だと委員会は結論づけた。

　遺族が知りたかったのは、児童が学校にとどまり、避難が遅れた５０分間に何があったかだ。誰がどんな意思決定をしたのか。その真相解明は、残念ながら十分にされたとは言えない。遺族からは、「踏み込みが足りない」といった批判や失望の声が聞かれる。大切な子供を失った遺族の気持ちはもっともだろう。

　ただし、市教委が十分な遺族対応ができない中、文部科学省に背中を押されて委員会が設置されたのは昨年２月だ。当時校内にいた教職員１１人中１０人が死亡。児童も７６人中、生存者は４人だけだ。強制力を持った調査権限がない中で、証言を積み重ね、核心に近づくのに一定の限界があったのも事実だろう。

　また、責任追及ではなく、事故の原因究明と再発防止に力点を置いた委員会の姿勢は、遺族の立場とは異なるのも確かだ。

　そうした中で、報告書が強調したのが、大川小、市教委、さらには市などの災害の備えに対する甘さだ。

　同小は、災害対応マニュアルで津波を想定した避難行動は検討しておらず、避難訓練もしていなかった。市教委にも、各学校の防災体制をチェックする仕組みが欠けていた。海岸線から約４キロの川沿いにある同小を津波の予想浸水域外とした市のハザードマップも、詳細な検討が加えられていなかった。要するに津波防災への備えが不十分だったのだ。

　さらに当日、市から同小に災害情報がほとんど届かなかった。広報・情報伝達の欠陥がみてとれる。同小が津波の際の避難所に指定されていたこともあり、教職員に危険の接近を認めない心理が働いたと、委員会はみている。

　いくつもの要因が重なった。だが、報告書の指摘通り「どれか一つでも取り除かれていれば、惨事は防げた」とすれば、その教訓を最大限、今後に生かさねばならない。

　報告書は「大川小のみが特殊ではない。どの学校でも起こり得る」と書く。２００ページを超す報告書には学校防災の課題が詰まっている。どんな災害であれ、二度と学校で幼い命が失われてはならない。教育現場の貴重なテキストとすべきだ。

http://mainichi.jp/opinion/news/20140228k0000m070145000c.html
＊産経新聞
・残虐ゲーム強要半年、９歳が受けた深刻ダメージ…嫌がる男児に「ヤクザの知り合いがいる」と脅す２８歳介護士の“幼稚”（2月6日）
２８歳の男が再婚相手の９歳の息子にプレーを強要していた「グランド・セフト・オートⅣ」（右）などのゲームソフト。京都府警が押収した。男児が受けたダメージは深刻だった（京都府警提供）

　残虐シーンの多いテレビゲームを、再婚した妻の連れ子の男児（９）に半年に渡って無理やりやらせ続けたとして、奈良県の介護士の男が１月、強要容疑で京都府警木津署に逮捕された。残虐ゲームが自治体などによって「有害」と指定されることはあっても、大人が子供にプレーを強要したという容疑での逮捕は、警察関係者も「記憶にない」という異例の事件だった。高齢者を介護する仕事に就きながら、子供に嫌がるゲームを無理強いし、さらには、子供相手に「自分にはヤクザの知り合いがいる」と凄（すご）んでみせた２８歳の男。同署が強制捜査に踏み切った背景には、男児が受けた深刻なダメージがあった。

嘔吐、下痢、頭痛、腹痛に苦しむ男の子

　１月７日、同署が逮捕したのは、奈良市内の老人介護施設で、介護士として高齢者の世話をしていた２８歳の男だった。

　互いに離婚歴があった男と男児の母は、平成２４年３月ごろに知り合い、同１０月に結婚した。３人で同居生活を始めたのはその翌月からだ。

　男と同居を始めて約半年が過ぎた２５年４月下旬ごろから、男児に目に見えて異変が出始めた。頭痛、腹痛、不眠などの症状を繰り返し訴え、嘔吐（おうと）するようになった。

　男児の母は、男が男児に残虐なゲームを強引にやらせていることに気がついていた。２５年１月ごろにはそのうちの一つを男から取り上げている。しかし、その後も、ゲームの強要は続いていたらしい。

　母親と男児は同４月末に男と別居。同５月２０日、かかりつけの内科小児科医が男児に出した診断は「ストレス性の自律神経障害」だった。

　思いあまった母親は「息子がゲームを無理にさせられ体調不良になった。どうしたらいいか」と同署に相談、同６月には被害届を提出した。

「Ｚ」区分の過激ゲームソフト
　男が男児にやりやらせていたゲームは、家庭用ゲーム機「プレイステーション３（ＰＳ３）」などのソフトで、「グランド・セフト・オートＩＶ」「ＭＥＴＡＬ　ＧＥＡＲ　ＳＯＬＩＤ４」「鉄拳タッグトーナメント２」「喧嘩番長」の主に４本だった。

　いずれも、銃や日本刀を使って人を殺したり、人が路上で殴り合ったりと、暴力的描写が多いゲームで、ソフト自体にも、それぞれ１２～１８歳以上対象と表示されている。

　その中でも、男が最も長い間、男児にやらせていたという「グランド・セフト・オートＩＶ」は米国発のゲームソフトで、架空の街の中で通行人を突然銃やナイフなどで脈略なく殺害したり、車を盗んで街を走り回ったりという犯罪行為が自由にできる内容。ギャングや売春婦なども登場する大人向けのゲームだ。

　このソフトについては、国内外で青少年に対する悪影響が議論されており、ゲームソフトの倫理審査機関、コンピュータエンターテインメントレーティング機構（ＣＥＲＯ）が、「Ｚ」区分（１８歳以上のみ対象）に指定している。

　さらに、捜査で判明したのは過激なゲームだけでなく、それをやらせる状況の過酷さだった。

　男児の話では、母親が仕事などで外出し、家の中で男と２人きりになると、男はいきなり態度を豹変（ひょうへん）させ、「アホ」「ボケ」「死ね」「お前なんかいらない」などの暴言を繰り返し浴びせた。

　男は「自分には、やくざの知り合いがいる」とまでいって、小学生の男児を脅えさせた上で、週に２～３回、１回につき２～３時間、自分のすぐ横に座らせ、ゲームをやらせ続けていたという。

警察の判断「看過できない」
　母親から相談を受けた同署は当初、傷害事件として捜査を進めた。「複数の医学関係者に話を聞き、心的虐待や心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）などの見解を得た」（同署幹部）からだ。

　しかし、同時に「ＰＴＳＤは実体験によって引き起こされ、ゲームなどの架空体験では引き起こされない」とする専門家の文献もあることが判明した。

　また、セカンドオピニオンを求めた医学関係者が挙げた病名が同一ではなかったこともあり、傷害での立件は見送り、強要容疑に切り替えた。

　それでも異例の逮捕に踏み切ったのは、「男児の受けた被害は明らかであり、看過できない」と判断したからだ。

　しかし、男は逮捕された後も「強要はしていない」と容疑を否認した。そして１月２８日、最後まで容疑を否認したまま、男は処分保留で釈放された。

　現在、夫婦は離婚調停中で、男児の症状も回復しつつあるというが、半年に渡り、幼い心に刻まれたダメージがもたらす影響はなお懸念される。

　長年繰り返されてきている議論でもあるが、あまたの残虐なゲームが多くの家庭に行き渡る中、大人がたとえ意図していなかったとしても、子供たちに深刻な悪影響を与えているケースは、どんな家庭でも十分想定できる。

　今回の事件について、同署幹部は「副次的ではあるが、社会に対する警鐘にもなれば」と話した。

http://sankei.jp.msn.com/west/west_affairs/news/140206/waf14020607010001-n1.htm
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